
建設水道課建設グループからのおしらせ

令和4年度

　新冠町内業者が請負施工する省エネ改修やバリアフリー改修を行う新冠町民に対して、

１０万円以上の対象工事費の１/２（最高１００万円）を補助するものです。

●期間： 令和４年４月１１日（月）～　随時受付
(※ 交付金の手続き上、受付開始日は、北海道から事業着手の確認が下りてからの開始に

なりますので、受付開始日が若干前後する可能性がございますので何卒ご容赦願います。)

             令和５年２月１７日（金）最終工事完了検査日まで
(※ この指定した日に間に合う工事が対象になります。工事完了後は速やかに工事完了届を

提出してください。受理後、建設水道課建築職員が現地で工事完了検査を実施します。)

　　なお、助成金交付額の上限に達した時点で、今年度の受付を
　終了いたします。

●対象工事: (各改修工事内容に、いくつか条件がございます。)

● 省エネ改修工事 現行の省エネ基準(平成２５年基準)断熱改修部分

・窓の断熱改修

・床・壁・天井の断熱改修

● ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修工事 浴室改良、トイレ改良、室内手すり取付、段差解消、

出入り口戸の改良など

・・
● 耐震改修工事 昭和５６年５月３１日以前に着手された建物が対象で、

一般診断で総合評価1.0未満の住宅が対象。
(※耐震診断は、所有者自ら民間の調査会社へ依頼し
てください。耐震診断費用は、依頼者負担となります。)

● 屋根の葺替え工事 ガルバリウム鋼板0.35mm以上を使用し、かつ屋根全体を

張り替える場合のみ(既存屋根撤去工事も助成対象です)

新冠町 住宅リフォーム助成金交付制度 についてお問合せ・ご相談は

新冠町役場 建設水道課 建設グループ 建築係

 ℡０１４６－（４７）－２５１9

新冠町 住宅リフォーム 助成金制度

※工事着手前に事前審査が必要です

対象住宅
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１．令和４年度制度改正内容について

◆令和４年度の変更

〇制度の延長

令和４年２月２８日までの期限を令和９年３月３１日までの５年間延長すること

とした。

理由：平成２４年度から令和３年度までの実績件数が１１０件と好評であったこと

と、新冠町企画課で対応している中古住宅リフォーム制度と新冠町保健福祉課で対

応している介護保険制度の住宅改修費給付事業及び社会福祉振興補助制度との関連

性があり、お客様の大半がセットで利用している状況です。今後もより住みやすい

環境をつくるため、積極的なピーアールを実施し、更なる高齢者福祉対策及び定住

移住対策に繋げて行きたいと考えているため期間を延長するものです。
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２．助成金交付制度の概要について

◆交付申請対象者及び交付対象住宅

● 住民基本台帳法に基づく住民票に登録されている方

● 住宅リフォームを行う住宅の所有者と同一世帯に属する方全員が町税を滞納していないこと

● 住宅の所有者で、その住宅に現に居住している方(申請者と住宅の名義人が同じ)

● 町外から移住し、住宅の所有者となる方(新冠町に住民票があることが条件です)

● 暴力団構成員、暴力的破壊活動を行う団体等に所属していないこと

● 対象住宅が新冠町内にあること

● 建築年数１０年を経過した住宅であること

● 専用住宅であること(賃貸住宅や、寮、社宅、非住宅は対象外です)

● 店舗併用住宅の専用住宅部分(店舗部分は対象外です)

◆工事対象

○助成金対象となる工事（規則第２条（２））

 1.省エネ改修工事　（現行の省エネ基準（平成２５年基準）断熱改修部分）

窓の断熱改修工事　住宅居室の窓全部 (10ページ～11ページ参照)

内窓の設置又は交換(ガラス部分の交換を含む)

外窓の交換（一部だけの改修は対象外、ガラス部分の交換を含む）

床の断熱改修工事

天井の断熱改修工事

壁の断熱改修工事

 2.バリアフリー改修工事

浴室改良、トイレ改良、室内手すり取付、段差解消、

出入口戸の改良 等

 3.耐震改修工事

昭和56年5月31日以前に着手された建物が対象で、

一般診断で総合評価1.0未満の住宅

（耐震診断は、所有者自ら民間の調査会社へ依頼しくだ

さい。耐震診断費用は依頼者負担となります。）

 4.屋根の葺き替え工事

ガルバリウム鋼板0.35mm以上を使用し、かつ屋根全体を

張り替える場合のみ(既存屋根撤去工事も対象工事です)

軒先の木質部分の被覆についても、同素材にて対象とします。
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◆請負施工業者の条件

○請負施工業者の条件（規則第２条（３））

１　新冠町内に建築業を営む事業所、営業所を持つ法人及び町内で建築業を営む個

　　人事業者、町内給水排水設備指定店です。

　　別紙　新冠町内業者一覧をご覧ください。(２６ページ参照)

◆助成金

○助成金の額（規則第６条）

１　助成金の額は、１０万円以上の助成対象工事費に対して１／２とし、１００万

      円を限度とする。但し、他の制度による助成額を除く。

◆受付期間及び工事期間

○受付期間　令和４年度は、4月中旬から受付開始予定です。

○対象期間　翌年2月中旬の指定した最終工事完了検査日に間に合う工事が対象になり

　　　　　　ます。

　　　　　（期限より前でも予算額に達した時点で受付を終了します。）

◆必要書類

○申請書に必要な書類

　　　　　　申請時に必要な書類は以下のとおりです

　　　　　なお、別紙住宅リフォーム申請時等チェックリストをご覧ください。(15ページ参照)

○申請時

１　新冠町住宅リフォーム助成金交付申請書

２　住宅リフォーム工事内容（申請書に付ける別紙）

３　住民票謄本

４　住宅の所有者が明らかとなる書類の写し（登記簿等）

５　町税納税状況確認承諾書（世帯全員）　移住者は、世帯全員の納税証明書

６　住宅リフォーム助成金に係る誓約書

７　設計内訳書

８　積算根拠 （材料拾い調書・単価根拠・ﾒｰｶｰ見積書の原本又は写し）

９　着手前の状況写真（必要箇所の各処寸法がわかるもの）
※完了写真において、着手前と完了後の比較写真が必要になります。

１０　各階平面図・立面図・その他必要な図面
※改修前の図面と改修後の図面が必要（改修部分はハッチングなどで図面に
明示してください）
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○着手届

１　新冠町住宅リフォーム助成金交付事業着手届

２　契約書又は請書の写し

○完了届

１　新冠町住宅リフォーム助成金交付事業完了届

２　交付対象箇所の施工写真（表面から見え隠れする部分の施工写真も忘れずに）

３　完了写真（着手時と同じ方向から比較できるように）

４　住宅リフォームに係る代金領収書の写し

５　その他必要な書類

６　助成金の請求書（申請者本人の振込先記入）

○建物が共有名義の場合（申請時のみ）

１　同意書

◆注意事項

1　申請時において既に工事着手している住宅は助成対象外です。

2　新築工事は対象となりません。

3　併用住宅リフォームの場合は、専用住宅部分のみが対象となります。

4　増築工事を含めたリフォームの場合は、増築工事以外の部分が対象となります。

5　過去に新冠町住宅リフォーム助成交付金申請をしている住宅については、注

　意が必要です。

※所有者が変更しても住宅リフォームしている箇所の重複申請は認められません。
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３．新冠町住宅リフォーム助成金交付制度Ｑ＆Ａ

◆対象となる住宅に関すること

Ｑ１．町内の方が中古住宅を購入する場合は対象となりますか。

Ａ：町内在住の方が中古住宅を購入した場合は、定住・移住促進制度の対象となる

　　ため対象となります。引越しの助成制度もありますので新冠町企画課まで連絡

　　下さい。　また、個人専用住宅をリフォームする場合は、建設後１０年の経過

　　が必要となりますので、計画段階で確認して下さい。

Ｑ２．子が親の住んでいる親名義の住宅を工事する場合は対象となりますか。

Ａ：住宅の所有者が申請する場合は対象となります。（申請者と住宅の名義人が同

　　じ）このケースで別居の子が工事契約される場合は対象となりません。

Ｑ３．夫婦所有で共有名義の住宅の場合、申請者はどちらか１名だけでよいですか。

Ａ：この場合は、工事の契約者（代金の支払者）が申込して下さい。住宅の所有又

　　は居住が条件となります。なお、申請者には、他共有者の同意書の添付が必要

　　です。　また、助成金の申請は、同一住宅及び同一人につき１回限りです。

Ｑ４．一軒家の賃貸住宅は対象となりますか。

Ａ：対象となりません。　住宅リフォームを行う専用住宅が対象となります。

Ｑ５．店舗併用住宅は対象となりますか。

Ａ：専用住宅部分のみ対象となりますが、店舗部分は対象となりません。

Ｑ６．寮や社宅は対象となりますか。

Ａ：対象となりません。　住宅リフォームを行う個人専用の住宅が対象です。

Ｑ７．グループホームや高齢者専用賃貸住宅は対象となりますか。

Ａ：対象となりません。　住宅リフォームを行う個人専用の住宅が対象です。

Ｑ８．町外の方が新冠の中古住宅を購入した場合は対象となりますか。

Ａ：対象となります。　なお、この対象者は、定住・移住制度の対象にもなります

　　ので新冠町企画課に問合せ願います。

Ｑ９．介護保険制度の認定者が家族にいて、社会資本振興補助金の制度を活用して住

　　　宅リフォームを計画していますが併せて対象となりますか。

Ａ：併せて対象となります。　それぞれ制度の内容が違いますので、新冠町保健

福祉課又は建設水道課に問合せ願います。
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Ｑ１０．耐震改修工事を考えていますが、対象工事の内容を教えて下さい。

Ａ：昭和５６年５月３１日以前に建設されたものが対象で、一般診断で総合評価

　　1.０未満が対象です。　また、対象部分は、補強工事に係る全ての工事が対象

です。（耐震改修は町単独費として取り扱います。）

Ｑ１１．過去に一度住宅リフォーム申請している住宅を購入することになりました。再

　　　　度住宅リフォームの申請は可能ですか。

A：住宅リフォーム交付金申請は可能です。だだし、注意が必要です。

　　最初の所有者が住宅リフォーム申請した箇所を改修する場合は、対象外となり

　　ます。（２重の交付申請になるため認められません。）

　　　なお、最初の所有者が住宅リフォーム申請した箇所以外は、交付対象となり

　　ます。

　　対象住宅については、事前審査の段階で台帳確認します。

◆工事内容や基準に関すること。

Ｑ１２．助成金申請後の工事内容の変更は可能ですか。

Ａ：工事内容の変更は可能です。対象項目が変わった場合は、変更届を出していた

　　だくことになります。　但し、交付決定した補助金の増額変更はできません。

Ｑ１３．温水洗浄便座等の洗浄便座の設置は、対象となりますか。

Ａ：洗浄便座のみでは対象外。便器と一体の場合は、対象となります。

Ｑ１４．段差解消や手すりの設置、通路の拡幅は屋外（敷地内）も対象となりますか。

Ａ：屋外部分は対象となりません。室内のみが対象です。

Ｑ１５．現行の次世代省エネ基準への適合判定方法は？

Ａ：申請時の図面等に建具の製品名や断熱材の種類、厚さ等を記載していただきま

　　す。　建具や断熱材の性能、厚さ等は工事の判断基準表をご確認下さい。ま

　　た、工事完了時には、工事中の写真を含む断熱材の種類厚さ等がわかる写真の

　　添付が必要となります。

Ｑ１６．一部居室の窓が既に省エネ基準に適合済みで、残る窓のみを改修する場合は対

Ａ：対象となります。平面図に記号を付けて建具表が必要となります。

Ｑ１７．外壁の断熱改修は１面だけでも対象となりますか。

Ａ：対象となりません。該当する部位全体を改修する場合が対象となります。
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Ｑ１８．断熱材の種類と厚さの定めはありますか？

A：現行の省エネ基準で定められておりますので、各部位ごとに仕様と厚さを確認の

　　うえ、設定して下さい。

Ｑ１９．居間のみの段差解消は助成の対象となりますか？

A：対象となります。床仕上げの改修を行うものとなります。

Ｑ２０．屋外の手すり設置は対象となりますか？

 A：対象となりません。室内に限ります。

◆助成申請に関すること。

Ｑ２１．助成金の申請はいつごろからですか？

A：令和4年度は4月中旬受付開始予定です。

　　交付金の手続き上、受付開始日は、北海道から事業着手の確認が下りてからの

　　開始になりますので受付開始日が若干前後する可能性がございますので何卒ご

　　容赦願います。

Ｑ２２．工事完了届の提出期限や助成金の請求期限はありますか？

Ａ：例年2月中旬の指定した日が最終工事完了検査日になります。

　　この指定した日に間に合う工事が対象になります。

　　工事完了後は速やかに工事完了届を提出してください。

　　受理後、役場建築職員が現地で改修内容を確認します。（工事完了検査の実施）

　　検査に合格後、助成金確定通知書を交付します。

　　助成金確定通知書を受取り後、速やかに助成金請求書を提出してください。

Ｑ２３．１つの住宅について、別の年度に再度助成を受けることは可能ですか？

Ａ：同一住宅及び同一人につき１回限りとなっております。ただし、第三者（同居

　　している親族を除く。）に所有権が移転した住宅は対象となりますが、注意が必

　　要です。

　　※所有者が変更しても住宅リフォームしている箇所の重複申請は、認められま

　　せん。重複していない箇所の申請は、認められます。

Ｑ２４．法人の申請は可能ですか？

Ａ：法人の申請は受け付けられません。
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◆助成金等との併用に関すること。

Ｑ２５．税制優遇との併用は可能ですか？

Ａ：税制優遇の条件に合う場合は、併用可能です。

Ｑ２６．介護保険制度との併用は可能ですか？

Ａ：同一工事種別については併用出来ません。但し、工事が明確に区別できる場合

　　は併用可能です。

Ｑ２７．国の住宅エコポイント(グリーン住宅ポイント)制度との併用は可能ですか？

Ａ：令和４年度は、同一の工事箇所については併用できません。但し、対象外部分

　　で工事箇所が明確に区分できる場合は可能です。

◆事前審査・完了検査に関すること

Ｑ２８．事前審査、内容審査とはどのようなことですか？

A：工事請負施工会社から提出された工事内容、交付対象工事費、対象外工事費の

　　審査や、内訳表項目、単価が妥当かどうか審査します。

　　ユニット、機器、機械、什器等はメーカーの見積書を提出していただき、金額

　　が妥当か確認します。

　　施工費や材工費（※1）を一式で計上した複合単価の金額がおおよそ3万円以

　　上の項目は、別紙代価表で細目根拠を提示していただきます。

※1 材工費 ：材料費と施工費等を複合したもの

Ｑ29．完了検査とはどのようなことですか？

A：図面、内訳書どおり正しく改修されているか現地確認します。

　　検査時は施工業者の立ち会いのもと、役場職員建築係員が検査します。　

　　なお、不可視部については工事施工写真で確認判断いたします。

　　（建築基準法7条の完了検査とは違います）

Ｑ30．助成金交付申請前に既に工事を着手した場合や、助成金交付決定通知書交付前に

　着手した場合はどうなりますか？

A：交付対象から外れます。（補助金が投入されている都合上、折衷案はございませ

　　ん。　助成金交付決定通知書交付後以降に工事着手願います。）
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４．工事の判断基準について

◆窓改修工事の判断基準
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◆断熱改修工事の判断基準
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５．住宅リフォーム　工種・内容　（新冠町住宅リフォーム助成金交付規則第2条2号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関係　別表）抜粋

1.　通路等の拡幅
　　通路の幅を拡張するもの（室内に限る）高齢者等配慮対策等級３の（５）
　　に基づくこと。既設の撤去も対象とする。

2.　階段勾配の緩和
　　既存階段の勾配を緩やかにするもの。高齢者等配慮対策等級３の（３）
　　階段に基づくこと。既設の撤去も対象とする。

3.　浴室改良
　　浴室の全面リフォーム（ユニット化、浴室面積の増加、浴室またぎ高さを
　　低下、段差の解消、滑りにくい床への改良のいずれかに該当する工事を含
　　むものでかつ、浴室全体を改良するもの）高齢者等配慮対策等級３の
　　（６）浴室に基づくこと。既設の撤去も対象とする。

バリアフ
リー改修

工事

12

工 種 内容

1.　省エネ改修工事の内容は、以下のとおりとする。
（１）窓の断熱改修工事　住宅居室の窓全部を行う場合に認める。
　　詳細については、下記のとおりとする。
　　　ア　内窓設置又は交換（既存窓の内側に新たに窓を設置するか、または
　　　　既存２重窓の内側の窓を交換するもの）
　　　　熱貫流率平成２５年度基準を満たすこと。
　　　　既設窓の撤去も対象とする。
　　　イ　外窓交換（既存窓を取り除き新たな窓に交換するもの）熱貫流率
　　　　平成２５年度基準を満たすこと。既設窓の撤去も対象とする。

（２）床の断熱改修工事　断熱材部分のみ対象とする。
　　　　　　　　　　　　既設断熱材の撤去含む。
（３）天井の断熱改修工事　断熱材部分のみ対象とする。
　　　　　　　　　　　　　既設断熱材の撤去含む。

（４）壁の断熱改修工事　断熱材部分のみ対象とする。
　　　　　　　　　　　　既設断熱材の撤去含む。

2.　改修部位がいずれも現行の次世代省エネ基準同等以上のものを対象とする。

3.　１（２）から（４）までの工事については、いずれも対象部位全体を改修
　　するもの。

省 エ ネ

改修工事



耐震改修
工事

　　昭和５６年５月３１日以前に着手されたものが対象で、一般診断で総合
　　評価１．０未満が対象とする。
　　対象部分は、補強工事に係る全ての工事
　　建築基準法施行令４６条４項に基づく軸組み種類の設置材とその施工手間
　　、国土交通大臣が定めた補強構造方法（昭和５６年告示１１００号）に基
　　づく耐力面材とその張り手間、接合用認定金物を対象とする。
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4.　便所改良
　　便器の取替え（座面高さを高くする、和式を洋式に変更する、便所面積を
　　0.1㎡以上増加する、段差の解消に附帯して便器の取替えを行うもののい
　　ずれかに該当する工事）高齢者等配慮対策等級３の（６）便所に基づくこ
　　と。既設の撤去も対象とする。

5.　手すりの取り付け
　　室内に限る。室内全ての設置を対象とする。高齢者等配慮対策等級３の
　　（４）手すりに基づくこと。

6.　段差の解消
　　段差解消のための床仕上げの改修一式（下地材含む）高齢者等配慮対策
　　等級３に基づくこと。既設の撤去も対象とする。

7.　出入口の戸の改良
　　建具の有効開口幅を拡張するもの、開き戸から引き戸に変更するもの、
　　吊戸に変更するもののいずれかに該当するもの。高齢者等配慮対策等級
　　３の（５）出入口幅員に基づくこと。既設の撤去も対象とする。



６．住宅リフォーム 問合せから契約・工事・助成金までの流れ
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●住宅リフォーム 問合せから契約・工事・助成金交付までの流れ

新冠町 住宅リフォーム助成金交付制度 についてお問合せ・ご相談は

新冠町役場 建設水道課 建設グループ 建築係

助成金請求書申請

工事着手

工事完了届

電話　 0146-47-2519 

請求手続き

（現場確認）

助成金交付

合　格助成金確定通知書交付

申請者

町内業者

役場建築係

工事完了検査

見積内訳書
図面作成

見積依頼 事前審査

契約 契約

助成金交付決定通知書交付

内容審査

合　格

助成金交付申請書類一式
内訳書・図面・着工前写真提出

①問合せ

①問合せ・回答

②問合せ・回答
③回答

内訳書精査・図面確認

（14日程度）不備が

なければ2日ほど

最終工事完了検査日

令和4年2月18（金）

工事完了後は速やかに工

事完了届を提出してくださ

い

問
合
せ

令和5年2月17日 (金)



７．住宅リフォーム 申請等チェックリスト

住宅リフォーム申請等チェックリスト

■ 申請時

□ 1. 新冠町住宅リフォーム助成金申請書

□ 2. 住民票謄本

□ 3. 住宅の所有者が明らかとなる書類の写し（登記簿等）

□ 4. 町税納税状況確認承諾書（世帯全員）　移住者は、世帯全員の納税証明書

□ 5. 住宅リフォーム助成金に係る誓約書

□ 6. 設計内訳書

□ 7. 積算根拠

□ 8. 着手前の状況写真（必要箇所の各処寸法がわかるもの）

※完了写真において、着手前と完了後の比較写真が必要になります。

□ 9. 各階平面図・立面図・その他必要な図面

※改修前の図面と改修後の図面が必要（改修部分はハッチングなどで図面に

　 明示してください）

■ 変更時

□ 1. 新冠町住宅リフォーム助成金事業変更承認申請書

□ 2. 設計内訳書（変更分が分かるように）

□ 3. 積算根拠（変更分の材料拾い調書・単価根拠（建設物価・積算資料・見積書）

□ 4. 変更分の必要な図面

■ 中止の場合

□ 1. 新冠町住宅リフォーム助成金交付事業中止・廃止承認申請書

■ 着手届

□ 1. 新冠町住宅リフォーム助成金交付事業着手届

□ 2. 契約書又は請書の写し

■ 完了届

□ 1. 新冠町住宅リフォーム助成金交付事業完了届

□ 2. 交付対象箇所の施工写真（表面から見え隠れする部分の施工写真も忘れずに）

□ 3. 完了写真（着手時と同じ方向から比較できるように）

□ 4. 住宅リフォームに係る代金領収書の写し

□ 5. その他必要な書類

□ 6. 助成金の請求書（申請者本人の振込先記入）

■ 代理人申請する場合（申請時のみ）

□ 1. 委任状

■ 建物が共有名義の場合（申請時のみ）

□ 1. 同意書
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８．新冠町住宅リフォーム助成金申請書　様式

● 新冠町住宅リフォーム助成金交付申請書

● 町税納税状況確認承諾書

● 新冠町住宅リフォーム助成金に係る誓約書

● 新冠町住宅リフォーム助成金交付事業変更承認申請書

● 新冠町住宅リフォーム助成金交付事業中止・廃止承認申請書

● 新冠町住宅リフォーム助成金交付事業着手届

● 新冠町住宅リフォーム助成金交付事業完了届

● 新冠町住宅リフォーム助成金請求書

● 同意書
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９．住宅リフォーム 新冠町内業者一覧　　　　　　　　　　　　　令和4年４月１日現在
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